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Ⅰ　従業者１人以上の事業所の概況　注１

主要項目の概況は以下のとおりである。

2024年経済構造実態調査（製造業事業所調査）
茨城県結果の概要

事 業 所 数

従 業 者 数

製造品出荷額等

付 加 価 値 額

5,689 事業所 全国第16位（16位）

注１－１　集計値及び全国順位は、経済産業省が公表した従業者１人以上の事業所を対象とした集計
          結果に基づく。
　　　２　事業所数及び従業者数は令和６年（2024年）６月１日現在の数値であり、製造品出荷額等
          及び付加価値額は令和５年（2023年）１月から12月までの１年間の数値である。なお、
　　　　　付加価値額は従業者29人以下の事業所の粗付加価値額を含む。
　　　３　全国順位の（　）内は前年順位であり、2023年経済構造実態調査の集計結果に基づく。
　　　４　下文「２　事業所数」以下の集計結果は、本県が従業者４人以上の事業所について
　　　　　独自集計したものであるため、「１　概況」の結果と異なる。

　主要項目では製造品出荷額等が増加し、事業所数、従業者数、付加価値額が
減少した。主要項目の前年比較は以下のとおりである。注２

増減数
前年比

全国
令和５年

製造品出荷額等

付 加 価 値 額 4兆5,280億円

15兆67億円

5,689事業所

注２－１　集計値及び全国順位は、経済産業省が公表した従業者１人以上の事業所を対象とした集計
　　　　　結果に基づく。
　　　２　事業所数及び従業者数は調査年の６月１日現在の数値であり、製造品出荷額等及び付加価値
　　　　　額は調査年前年の１月から12月までの１年間の数値である。なお、付加価値額は従業者29人
　　　　　以下の事業所の粗付加価値額を含む。
　　　３　下文「２　事業所数」以下の集計結果は、本県が従業者４人以上の事業所について独自集計
　　　　　したものであるため、「１　概況」の結果と異なる。

275,558 人

15兆67億円

4兆5,280億円

全国第7位（7位）

全国第8位（7位）

全国第7位（6位）

本県

-0.5%

-0.7%

4兆6,374億円

-28事業所

-2,050人

事 業 所 数

令和６年

従 業 者 数

5,717事業所

275,558人 277,608人

1,471億円

-1,094億円

14兆8,596億円

-0.5%

-0.2%

1.0% 3.1%

-2.4% 2.4%
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Ⅱ　従業者４人以上の事業所の結果

- 事業所数は前年に比べ減少 -

※増減数が0であれば「-」と表記。

(1) 産業中分類別の状況

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

≪構成比の高い業種≫

(2) 従業者規模別の状況

１ 事業所数

増減率増減数業種名 業種名 増減数 増減率

電気機械　 -8事業所 -2.6％

　事業所数は、4,829事業所で前年と比較して22事業所(0.5%)減少した。(統計表第３表)

　業種別にみると増加したのは7業種、同数が5業種、他の12業種は減少した。

　前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第3表)

輸送用機械　 ３事業所 1.6％

金属製品 683事業所 14.1％

食料品　　　　 596事業所 12.3％

窯業・土石製品　

プラスチック製品　

-4事業所

業種名 事業所数 構成比

　また、構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　この３業種で全体の36.4％を占めている。

-5事業所 -1.0％

その他の製造業 ２事業所 1.2％

化学 ３事業所 1.5％

-1.1％

プラスチック製品　 477事業所 9.9％

事業所規模 事業所数 構成比
増減数 増減率

対前年

　規模別に前年と比較すると、小規模事業所で減少し、中規模・大規模事業所に変動はない。
(統計表第４表)

-22事業所 -0.7％

1,472事業所 30.5％ - -

小規模事業所（４～29人）

中規模事業所（30～299人）

大規模事業所（300人以上）

3,211事業所 66.5％

146事業所 3.0％ - -

重化学工業

50.5%

軽工業

49.5%

金属製品

14.1%

生産用機械

8.0%

電気機械

 6.3%

化学

4.2%

他の８業種

18.0%食料品

12.3%

プラスチック製品

 9.9%

窯業・土石製品

 7.5%

その他の製造業

 3.5%

他の８業種

 16.3%

第１図 産業中分類別事業所数構成比
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(3) 地域別状況

(4)　市町村別状況

構成比

県北地域 666事業所 13.8％ -

増減数 増減率
地域別 事業所数

対前年

　地域別にみると、県央、県南、県西地域で減少し、県北・鹿行地域に変動はない。(統計表第５
表)

鹿行地域 423事業所 8.8％ - -

-

県央地域 854事業所 17.7％ -7事業所 -0.8％

増減率

県西地域 1,717事業所 35.6％ -9事業所 -0.5％

県南地域 1,169事業所 24.2％ -6事業所 -0.5％

　市町村別にみると、古河市が最も多く、次いで日立市、筑西市の順となっている。(統計表第９
表)

筑西市 268事業所 5.5％ -3事業所 -1.1％

日立市 283事業所 5.9％ - -

古河市 362事業所 7.5％ -1事業所 -0.3％

市町村別 事業所数 構成比
対前年

増減数

県西地域

35.6%

県南地域

24.2%

県央地域

17.7%

県北地域

13.8%

鹿行地域

8.8%

古河市

7.5%
筑西市

5.5%

その他

22.5%

つくば市

4.0%

土浦市

2.9%

その他

17.3%ひたちなか市

3.9%

水戸市

3.8%

その他

9.9%

日立市

5.9%

北茨城市

2.4%
その他

5.5%

神栖市

4.0%

行方市

1.6%

その他

3.2%

第２図 地域別事業所数構成比

事業所数

4,829所
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- 従業者数は前年に比べ減少 -

(1) 産業中分類別の状況

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

≪構成比の高い業種≫

(2) 従業者規模別の状況

２ 従業者数

業種名 増減数 増減率 業種名 増減数 増減率

　従業者数は27万3,690人で、前年と比較して2,035人(0.7％)減少した。(統計表第３表)

　業種別にみると増加したのは９業種、他の15業種は減少した。

　前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第3表)

化学 474人 2.7％ 情報通信機械 -1,006人 -44.3％

輸送用機械　 933人 5.5％ 電気機械　 -1,146人 -4.5％

業種名 従業者数 構成比

食料品　　　　 44,285人 16.2％

非鉄金属 435人 5.7％

　また、構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　この３業種で全体の35.6％を占めている。

業務用機械 -841人 -6.3％

事業所規模 従業者数 構成比
対前年

増減数 増減率

生産用機械 28,688人 10.5％

電気機械　 24,513人 9.0％

　規模別に前年と比較すると、中規模事業所では増加しているが、小規模・大規模事業所では減
少している。(統計表第４表)

小規模事業所(４～29人) 40,201人 14.7％ -386人 -1.0％

中規模事業所(30～299人) 127,655人 46.6％ 56人 0.0％

大規模事業所(300人以上) 105,834人 38.7％ -1,705人 -1.6％

重化学工業

60.2%

軽工業

39.8%

生産用機械

10.5%

電気機械

9.0%

金属製品

 8.3%

化学

6.7%

他の８業種

25.8%

食料品

16.2%

プラスチック製品

 8.1%

窯業・土石製品

 3.2%

パルプ・紙・紙加工品

 2.3%

他の８業種

 10.0%

第３図 産業中分類別従業者数構成比
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(3) 地域別状況

(4) 市町村別状況

地域別 従業者数 構成比
対前年

増減数 増減率

　地域別にみると、県南・県西地域では増加しているが、県北・県央・鹿行地域では減少してい
る。(統計表第５表)

県北地域 37,923人 13.9％ -1,326人 -3.4％

県央地域 49,363人 18.0％ -583人 -1.2％

鹿行地域 24,745人 9.0％ -266人 -1.1％

県南地域 80,901人 29.6％ 116人 0.1％

市町村別 従業者数 構成比
対前年

増減数 増減率

県西地域 80,758人 29.5％ 24人 0.0％

　市町村別にみると、ひたちなか市が最も多く、次いで日立市、古河市の順となっている。(統計表
第９表)

古河市 18,210人 6.7％ -10人 -0.1％

ひたちなか市 22,392人 8.2％ -592人 -2.6％

日立市 20,535人 7.5％ -1,202人 -5.5％

県南地域

29.6%

県西地域

29.5%

県央地域

18.0%

県北地域

13.9%

鹿行地域

9.0%

土浦市

5.6% つくば市

4.1%

その他

19.8%

古河市

6.7%

筑西市

5.1%

その他

17.8%
ひたちなか市

8.2%

小美玉市

2.6%

その他

7.3%

日立市

7.5%

北茨城市

2.6%
その他

3.8%

神栖市

5.1%

鹿嶋市

1.8%

その他

2.1%

第４図 地域別従業者数構成比

従業者数

27万3,690人
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３ 製造品出荷額等 - 製造品出荷額等は前年に比べ増加 -

(1) 産業中分類別の状況

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

≪構成比の高い業種≫

(2)　従業者規模別の状況

　製造品出荷額等は14兆9,809億円で、前年と比較して1,504億円(1.0％)増加した。(統計表第３
表)

　業種別にみると増加したのは13業種、他の９業種は減少した。（数値を秘匿した業種を除く）

　前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　また、構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　この３業種で全体の37.4％を占めている。

　規模別に前年と比較すると、小規模・中規模事業所では増加しているが、大規模事業所では減
少している。（統計表第４表）

7兆4,330億円

構成比

6.9％

43.5％

49.6％

小規模事業所（４～29人）

生産用機械

食料品　　　　

1兆9,297億円

1兆6,563億円

業種名

化学 2兆115億円

構成比

13.4％

12.9％

11.1％

製造品出荷額等

-192億円

1.5％

2.4％

-0.3％

製造品出荷額等事業所規模

中規模事業所（30～299人）

大規模事業所（300人以上）

1兆347億円

6兆5,132億円

増減額

150億円

1,546億円

増減率
対前年

食料品　　　　 721億円 4.5％ 非鉄金属 -460億円 -5.4％

生産用機械 1,136億円 6.3％ 鉄鋼 -743億円 -5.8％

輸送用機械　 1,166億円 14.2％ 化学 -1,082億円 -5.1％

業種名 増減額 増減率 業種名 増減額 増減率

化学

13.4%

生産用機械

12.9%

食料品

11.1%

鉄鋼

8.1%電気機械

7.6%

輸送用機械

6.3%

金属製品

6.2%

プラスチック製品

5.7%

非鉄金属

5.3%

はん用機械

4.7%

その他

16.4%

秘匿箇所

2.2%

第５図 産業中分類別製造品出荷額等構成比

14兆9,809億円

製造品出荷額等
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(3)　地域別状況

(4)　市町村別状況

構成比

12.7％

8.7％

8.1％

製造品出荷額等

1兆9,099億円

1兆3,044億円

1兆2,190億円

市町村別

神栖市

日立市

ひたちなか市

増減率

-3.7％

-1.1％

8.1％

増減額

-729億円

-138億円

913億円

対前年

　　地域別にみると、県央・県南・県西地域では増加しているが、県北・鹿行地域では減少してい
る。（統計表第５表）

　市町村別にみると、神栖市が最も多く、次いで日立市、ひたちなか市の順となっている。(統計
表第９表)

-1.6％

県央地域 2兆519億円 13.7％ 1,305億円 6.8％

製造品出荷額等 構成比

県北地域 1兆9,123億円

県西地域 3兆7,885億円 25.3％ 976億円

対前年

増減額 増減率
地域別

2.6％

鹿行地域 3兆600億円 20.4％ -1,440億円 -4.5％

県南地域 4兆1,681億円 27.8％ 972億円 2.4％

12.8％ -309億円

県南地域

27.8%

県西地域

25.3%

鹿行地域

20.4%

県央地域

13.7%

県北地域

12.8%

土浦市

6.5%

つくば市

2.9%

その他

18.4%

古河市

7.4%

筑西市

4.4%

その他

13.5%

神栖市

12.7%

鹿嶋市

6.6%

その他

1.1%

ひたちなか市

8.1%

小美玉市

1.7%

その他

3.8%

日立市

8.7%

北茨城市

1.8%

その他

2.2%

第６図 地域別製造品出荷額等構成比

製造品出荷額等

14兆9,809億円
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４ 付加価値額（従業者29人以下は粗付加価値額）- 付加価値額は前年に比べ減少 -

(1) 産業中分類別の状況

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

≪構成比の高い業種≫

(2)　従業者規模別の状況

大規模事業所（300人以上） 2兆2,283億円 49.3％ -745億円 -3.2％

小規模事業所（４～29人） 3,725億円 8.3％ -16億円 -0.4％

中規模事業所（30～299人） 1兆9,146億円 42.4％ -326億円 -1.7％

事業所規模 付加価値額 構成比
対前年

増減額 増減率

化学 5,552億円 3.7％

食料品　　　　 4,602億円 3.1％

　規模別に前年と比較すると、全ての規模で減少している。（統計表第４表）

業種名 付加価値額 構成比

生産用機械 6,514億円 4.3％

電気機械　 178億円 4.0％ 非鉄金属

　また、構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　この３業種で全体の11.1％を占めている。

　付加価値額は4兆5,154億円で、前年と比較して1,087億円(2.4％)減少した。(統計表第３表)

　業種別にみると増加したのは11業種、他の11業種は減少した。（数値を秘匿した業種を除く）

業種名 増減額 増減率 業種名 増減額 増減率

-295億円 -12.9％

食料品　　　　 214億円 4.9％ 化学 -545億円 -8.9％

輸送用機械　 757億円 37.5％ 鉄鋼 -1,490億円 -44.5％

　前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第３表)

生産用機械

14.4%

化学

12.3%

食料品

10.2%

電気機械

10.2%

金属製品

7.0%

プラスチック製品

6.2%

はん用機械

6.2%

輸送用機械

6.1%

非鉄金属

4.4%

鉄鋼

4.1%

その他

16.2%

秘匿箇所

2.8%

第７図 産業中分類別付加価値額構成比

4兆5,154億円

付加価値額
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(3)　地域別状況

(4)　市町村別状況

付加価値額

4,785億円

4,539億円

3,709億円

対前年

増減率

9.0％

7.6％

-13.4％

増減額

397億円

320億円

-576億円

日立市

ひたちなか市

神栖市

県西地域 1兆2,344億円 27.3％ 672億円 5.8％

鹿行地域 5,723億円 12.7％ -2,148億円 -27.3％

県南地域 1兆2,633億円 28.0％ -237億円 -1.8％

　市町村別にみると、日立市が最も多く、次いでひたちなか市、神栖市の順となっている。(統計表
第９表)

市町村別 構成比

10.6％

10.1％

8.2％

県北地域 6,870億円 15.2％ 207億円 3.1％

県央地域 7,584億円 16.8％ 420億円 5.9％

地域別 付加価値額 構成比
対前年

増減額 増減率

　地域別にみると、県北・県央・県西地域では増加しているが、鹿行・県南地域では減少している。
（統計表第５表）
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第８図 地域別付加価値額構成比

付加価値額

4兆5,154億円
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５ 在庫額(従業者30人以上の事業所)

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

６ 有形固定資産投資総額(従業者30人以上の事業所)

(1) 産業中分類別の状況

≪増加した主な業種≫　 ≪減少した主な業種≫

≪構成比の高い業種≫

(2)　地域別状況

39億円 19.2％ プラスチック製品　

食料品　　　　 516億円 11.0％

　また、構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　この３業種で全体の48.2％を占めている。

有形固定資産投資総額 構成比

化学 1,032億円 22.0％

地域別 有形固定資産投資総額

-66億円 -17.2％

業種名 増減額 増減率

電気機械　 80億円 53.0％ 業務用機械

78億円印刷・同関連業　　

金属製品

231.0％

業種名

22.0％ -100億円 -8.8％

鹿行地域 1,132億円 24.1％ -178億円 -13.6％

県南地域 1,531億円 32.6％ 42億円 2.8％

県西地域 1,033億円

10.5％ 45億円 10.0％

県央地域 507億円 10.8％ 20億円 4.0％

県北地域 492億円

構成比
対前年

増減額 増減率

業種名 増減額 増減率

-132億円 -66.7％

-8.6％-97億円化学

　地域別にみると、県北・県央・県南地域では増加しているが、鹿行・県西地域では減少
している。(統計表第５表)

生産用機械 711億円 15.2％

　業種別にみると増加したのは９業種、他の13業種は減少した。(数値を秘匿した業種を
除く)前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第３表)

　令和５年（2023年）の有形固定資産投資総額は、4,695億円で前年と比較して173億円
(3.5％)の減少となった。(統計表第３表)

生産用機械 79億円 2.7％ 情報通信機械 -50億円 -38.9％

-5.6％

電気機械　 204億円 10.2％ 鉄鋼 -104億円 -4.3％

輸送用機械　 95億円 20.4％ はん用機械 -80億円

増減率

　令和5年（2023年）末現在の在庫額は2兆96億円 で、前年と比較して86億円 (0.4％)増
加した。
　業種別にみると増加したのは９業種、他の13業種は減少した。(数値を秘匿した業種を
除く)前年と比較し変動の大きい業種は次のとおりである。(統計表第３表)

業種名 増減額 増減率 業種名 増減額
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７ 用水量(従業者30人以上の事業所)

(1) 産業中分類別の状況(淡水)

≪構成比の高い業種≫

(2) 地域別状況(淡水)

(4)　市町村別状況(淡水)

≪構成比の高い市町村≫

神栖市 22万8,269立方メートル 25.4％

　市町村別にみると、鹿嶋市が最も多く、次いで神栖市の順となっている。この２市で全
体の57.0％を占めている。(統計表第17表)

8.4％

10.1％

57.5％

10.3％

13.7％

市町村別 用水量 構成比

鹿嶋市 28万3,666立方メートル 31.6％

　地域別にみると、鹿行地域が全体の57.5％を占めている。(統計表第17表)

鹿行地域

県南地域

県西地域

用水量

7万5,493立方メートル

9万513立方メートル

51万6,764立方メートル

9万2,912立方メートル

12万2,787立方メートル

地域別 構成比

県北地域

県央地域

　令和５年（2023年）の一日あたりの用水量(淡水)は、89万8,469立法メートルであっ
た。(統計表第16表)

構成比

32.2％

25.7％

用水量

化学 23万778立法メートル

業種名

鉄鋼 28万9,713立法メートル

　構成比の高い業種は次のとおりである。(統計表第16表)
　この２業種で全体の57.9％を占めている。
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